
近隣都市等行財政改革項目一覧 （各団体ホームページ等より抜粋）

市町名

計画名称

策定年月

計画期間

事務事業の見直し 事務・事業の再編・整理、廃止・統合
経常経費シーリングによる予算編成

市税等の口座振替済通知書の廃止 行政の担うべき役割の重点化
職員事務服の見直し 民間委託の推進

医療扶助所得制限の見直し 指定管理者制度の活用

生活保護費一時金支給の見直し ＰＦＩ手法の適切な活用

敬老祝金の見直し 地方独立行政法人制度の活用

労働福祉会館の見直し 地方公営企業の経営健全化

福祉施設統合による効率的運用 第三セクターの抜本的な見直し

市営葬儀の見直し 地方公社の経営健全化

青少年野外活動施設「山の家」の見直し 地域協働の推進

移動図書館の見直し 市町村への権限移譲

教職員住宅（独身）の見直し 出先機関の見直し

各福祉金の見直し

高齢者交通費助成の見直し 行政ニーズの迅速かつ的確な対応を可能とする組織
特定疾病患者見舞金の見直し フラットな組織編制、わかりやすい組織

私立幼稚園就園奨励費の見直し ＰＤＣＡサイクルに基づく組織の見直し

応急診療所の見直し

下水道事業特別会計の公営企業会計への移行 定員管理及給与の適正化等
人件費の見直し 定員管理の適正化

定数管理計画を基本とした正職員の減員 給与の適正化

嘱託・臨時職員人件費の削減 定員・給与等の状況の公表

審議会の統廃合及び委員数の精査 福利厚生事業の点検・見直し

給与水準の見直しによる給料削減

諸手当の見直し 人材育成の推進
補助金の見直し

既存補助金の見直し 公正の確保と透明性の向上
行政の責任領域の見直し
民営化・民間委託の推進 電子自治体の推進

公共施設の管理運営の民間委託 低廉なコストで高い水準の運用

保育所の民営化の検討 システム調達の適正化

直営と民間委託の比率の見直し

市民活動団体の活用 自主性・自立性の高い財政運営の確保
PFIの検討 経費の節減合理化等財政の健全化

広域行政の活用 補助金等の整理合理化

財源の確保 公共工事のコスト改革・適正化

養護学校運営経費負担割合の適正化 公的施設の新設・増築の禁止

粗大ごみの有料化

公民館貸館の有料化 地方議会
留守家庭児童育成クラブの有料化 住民等に対する説明責任

使用料・手数料の見直し 執行機関に対する監視機能の強化

高齢者大学受講料の見直し

公民館講座受講料の見直し

家庭ごみの有料化の検討

広報紙への広告掲載の検討

未利用市有地の売却

市民サービスの向上
職員応援体制の規定整備

サービスセンターの行政センターへの移行

権限移譲の推進

定型業務のマニュアル作成

外郭団体の経営改善
外郭団体人件費の抑制

外郭団体職員のプロパー化の推進

外郭団体職員の人事交流

項

目

区

分

の

柱

立

川西市新行政ＳＲ大綱・行動計画

川西市

平成１５年３月

平成１５年度～平成１９年度

国

行政改革推進のための新たな指針

平成１７年３月

平成１７年度～平成２１年度
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市町名

計画名称

策定年月

計画期間

項

目

区

分

の

柱

立

財政の健全化 徹底した内部努力をします。
財源の確保 職員数・給与水準の適正化

収入率の向上 職員定数削減（２００人）

市有財産の有効活用 給与水準の抑制

各種減免制度の見直し 特別職の給与削減

企業誘致や地域雇用などに伴う税収の増加 事務事業の評価点検

実態に見合った交付税の確保 人材育成、目標管理、情報化

人件費の抑制

職員定数の削減 積極的に財源確保に努めます。
給与等削減措置等 市有財産の運用・売却

市債残高の抑制 公有財産の有効活用

負債の解消 使用料、手数料等の見直し

事務事業の見直し 各種減免制度の見直し

民間等において実施されている同種サービスの見直し 留守家庭児童会の有料化

随意契約の見直し 幼稚園保育料等の見直し

市単独事業等の見直し 国県補助金・交付金の活用

外郭団体の経営改善及び統廃合の取り組み促進

施策・行政水準を見直します。
地域社会で支える仕組みづくり 国県施策を基準に事務事業の見直し

地域コミュニティの振興 福祉金の廃止等扶助費の見直し

地域社会で要支援者を支える仕組み 人・モノ・カネを効果的に活用します。

地域課題解決のための様々な主体の連携づくり 窓口業務等の時間延長

地域活動団体の育成・支援 企業会計等への繰出金の見直し

市民参加・参画の意識づくり 資源ごみ回収報償金の見直し

職員の意識づくり 幼稚園・保育所の見直し

市民活動の展開のための側面的支援 外部評価による客観性の確保

市民が市民活動を支援する仕組みづくり

多様な主体との連携・協働の推進 民間活力を積極的に導入します。
様々な段階での市民参加・参画の機会の充実

市民からの提案を実現するための仕組みづくり

外郭団体の見直し

民間委託の推進

情報公開と情報の共有 NPO、ボランティア、地域住民等民間組織の活用

行政情報の積極的な公開・提供 民間経営の視点から意見を求め、導入していく

市民活動に関する情報の収集・発信

説明責任を果たします。
行政経営支援システムの構築

予算編成システムのの改革

決算や行政評価と連動した予算編成システムの構築 取り組みの進捗状況を報告し、結果を公表します。

アウトソーイングの推進

適切な業務執行体制のもとさらなる民間活力の活用

指定管理者制度の推進

組織の見直し

組織の簡素化・効率化の推進

組織課題や時代に対応した組織体制の整備

具体的な実施にあたっては十分に説明し、理解と協力を得な
がら進めます。

経費節減、事務効率の観点から民間に任せられるものは民
間に委ねます。

芦屋市

行政改革実施計画

平成１８年１０月

平成１６年度～平成２４年度

公の施設における指定管理者制度の推進及び公募の拡
大

行政の横断的な連携と協働をコーディネートする機能の
充実

尼崎市

"あまがさき"行財政改革

平成１９年２月

平成２０年度～平成２４年度
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市町名

計画名称

策定年月

計画期間

項

目

区

分
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柱
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行財政改革推進のための指針 内部努力による人件費総額の縮減
事務事業の見直し 組織体制・職員定数・人事の適正化

事務事業の合理化、経費節減の推進 次世代育成支援事業のための組織の一元化

補助金等の見直し 定員適正化計画による121人の減

公共工事のコスト縮減 福利厚生事業の見直し

公的施設のあり方と財産の有効活用 給与の適正化

歳入の確保 特殊勤務手当ての見直し

戦略的アウトソーイング

組織・人事制度等の改革 民営化・民間委託等の推進
組織改革 民営化の推進

定員管理の適正化 公立保育所の民営化の推進

給与の適正化等 費用対効果、効率性を重視する外部委託

人事制度改革 秘書課業務の一部委託化

福利厚生事業の見直し 庁舎車両運転業務の一部委託化

人材育成の推進 学校給食ｾﾝﾀｰの配送業務の委託化

財政構造改革 市民参画、協働などの政策目的をより重視する外部委託

財政状況の中長期見直し 指定管理者制度の活用

財政健全化の目標 公の施設の指定管理制度の導入

財政システム改革

外郭団体等の見直し ゼロベースからの事務事業の見直し
外郭団体の見直し 行政評価に基づく事務事業の見直し

土地開発公社の経営健全化 福祉医療制度の見直し

補助金総額の縮減

政策推進のための指針 敬老祝金給付事業の見直し

市民の政策形成過程への参画 新規施策・投資的経費等のの重点化

協働の理念の成熟とシステムづくり 電子入札制度の導入

市民本位の行政の実現

都市経営戦略の策定と検証システムの確立 地方公営企業の経営健全化
電子自治体の推進

環境に配慮した行政運営 地方公社等の経営健全化

積極的な財源確保
未収金の徴収強化

市税・国保税・保育料・市営住宅家賃他の徴収強化

収益事業収入の確保

適正な受益者負担

し尿収集手数料（臨時分）の改正

予算執行

平成１８年度～平成２２年度

伊丹市

伊丹市行財政改善計画（第５次）

平成１８年２月

平成１８年度～平成２２年度

宝塚市

宝塚市都市経営改革大綱

平成１８年５月
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人事組織の見直し 【協働化】市民負担・サービスに関すること
組織の再編・整理と効果的な事務管理 イベント事業等の見直し、廃止等

審議会等の見直し 事務事業の見直し、廃止等

外郭団体の抜本的見直し 各種審議会、附属機関の見直し

支所・サービスセンター等の見直し 補助金の整理統合

特別職報酬等の減額 団体補助、事業補助、給付金等

特別職報酬等の減額 使用料、手数料の見直し

市長等特別職の退職手当の見直し 各種負担金等の改定

給料の減額等 指定ゴミ袋の見直し

給料の減額等 市民サービスの向上

特殊勤務手当の見直し 窓口取扱時間の拡大

職員自治振興会への負担の見直し 窓口サービスの拡大

職員の減員 勤務時間の見直し

正規職員の減員

事務・施策の見直し 【適正化】職員関すること
事業内容等の見直し 　 職員定数の管理（６１人以上削減）

情報処理業務等の統合管理 給与構造の改革

市政ニュース編集業務の見直し 被服貸与基準の見直し

北口ギャラリーの施設の有効利用 福利厚生の見直し

固定資産税社会保険医等減免の停止 諸手当の見直し

地域情報誌「宮っ子」の見直し 旅費日当の見直し

デイサービスセンター管理運営の見直し 特別職報酬の見直し

敬老事業の見直し 時間外勤務の削減

保育サービスの見直し 各種負担金等の改定

学校開放事業の見直し

公民館活動推進員の見直し 【効率化】内部管理経費の見直し、歳入の確保等

図書館の管理運営の見直し 入札、契約制度の見直し

公立幼稚園のあり方の検討 生活排水処理事業会計の統合

市単独扶助費の見直し 介護保険事業会計の見直し

民間委託の推進 病院会計繰出金の削減

受益者負担の適正化 内部管理経費の見直し

使用料、手数料等の改定等 経常経費の枠配分シーリング

財政の効果的・効率的な運営
内部管理経費の節減

物件費などの節減 印刷物発行の見直し

職員手帳の見直し 新発債の発行印刷

職員貸与被服の見直し 積極的な民間活力の活用促進

学校給食用リフトの見直し

用品調達基金の廃止

補助金の削減 指定管理導入

団体等に対する補助金支出の見直し 第三セクター等の見直し

繰出し基準等の見直し 歳入の確保

収納体制の強化

未利用財産の売払い

市有耐火物件にかかる火災損害補填積立の見直し 有料広告の掲載

下水道事業の経営改善 文化振興基金の活用

食肉センターのあり方につおいて 公営企業会計の健全化

自主財源の確保

遊休市有地の売却

市税収納・滞納対策

国民健康保険料の収納・滞納対策

市営住宅等家賃の収納・滞納対策

既存墓地内での区画の増設

市施設における職員駐車の見直し

広告料収入の増収

公営企業の経営改善
中央病院事業の経営改善

経営健全化計画の推進

水道事業の経営改善

経営改善の取り組み

平成１６年度～平成１８年度

平成１７年１１月

平成１７年度～平成２０年度

三田市

行革断行プラン

平成１６年３月

第３次西宮市行財政改善実施計画

庁内案内・受付、公用車運転、し尿処理、粗大ごみ収集、
図書館図書貸出等

一般会計から公営企業会計特別会計への繰出し基準の
見直し

西宮市

電話料の削減、公用車の集中管理、事務用品・光熱水費
の削減
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